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　多国籍企業と
政治リスク，ナショナリズム
グローバル・ビジネス環境の長期動態 ∗

Political risk, nationalism and global

business: A bird’s eye view on the long

term dynamics of globalization

黒　澤　隆　文 　

What impact did political risk and nationalism have on global

business? Have wars and other conflicts caused by national interests and

identities retarded or even reversed the trend towards globalization? When

faced with political and geopolitical threats such as war, occupation,

expropriation, economic blockade and sanctions, requisition, persecution, or

boycott, how did multinational enterprises (MNEs) and other international

economic actors manage (or fail) to overcome the situation they found

themselves in? Also, how did the response of economic entities like

MNEs transform global business, or change political risks and the

sovereign state system? Furthermore, what insight does the examination

of such phenomena present to business history and international business

research? This article addresses these questions from a bird’s-eye view

to encompass two centuries of long-term dynamics of globalization.

Takafumi Kurosawa

* 本稿は，二編の共著論文（T. Kurosawa, N. Forbes and B. Wubs, “Political Risks

and Nationalism,” In T. da Silva Lopes, C. Lubinski, and H. J. S. Tworek, The

Routledge Companion to the Makers of Global Business, New York, Routledge,

2020, pp. 485-501, および，T. Kurosawa, N. Forbes and B. Wubs, “Introduction,”

In T. Kurosawa, N. Forbes and B. Wubs, Multinational Enterprise, Political Risk

and Organizational Change: From Total War to Cold War, New York/Abingdon,

Routledge, 2019, pp.1-19.）の作成に際して，共著原稿作成の出発点とするために本論文の
著者が単独で作成した原稿を整理し日本語化したものである。
　また本稿は，科学研究費補助金基盤研究（B）「非市場的リスク・制度と多国籍企業の戦略・
組織」（研究課題番号 17H02550，研究期間 2017 年-2022 年）の研究成果の一部である。
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はじめに
第二次大戦後の世界経済は，約 40年続いた冷戦による分断を伴いながらも，

貿易や対外投資の持続的拡大を経験した。世界各国・各地域はそうした中で飛

躍的に相互依存を深めたが，とりわけ 1990年代からの四半世紀の状況の中で，

グローバル化はもはや自明で不可逆的なものと見なされるに至った。国境を跨

ぐ企業の活動の障害はますます些細なものとなり，国民経済の論理からは自由

で統合された競争のアリーナが登場すると考えられたのである。

しかし，米中間の衝突と貿易戦争，英国の EU離脱，それに世界各地におけ

る自国中心主義的なポピュリズムの蔓延を経験した今日，上記のような見方は

もはや説得力を持たない。グローバル・ビジネスは，政治的・地政学的リスク

から自由ではなかったし，今後も自由ではないだろう。20世紀の前半，未曾

有の大戦やイデオロギーの力によって「第一次グローバル化」が頓挫したこと

を知る歴史家は，今日改めてこの問題に人々の関心を呼び覚ます必要があるだ

ろう。

そこで本稿の問いは以下のようなものとなる。政治リスクやナショナリズム

は，国境を跨いでグローバルに展開される企業活動や国際的な経済活動に，い

かなる影響を及ぼしたのであろうか。戦争や，主権国家間の利害の相克，国・

地域のアイデンティティや利益に起因する現象は，グローバル化を停滞あるい

は逆転させたり，その経路に影響を及ぼしたりしたのだろうか。多国籍企業や

その他の国際的な経済活動は，政治的・地政学的な脅威 戦争，内乱，占領，

接収，封鎖，経済制裁，徴発・徴用，騒乱，ボイコット等 に直面した時，

どのような状況に置かれ，それをどのように克服し，あるいはそれに失敗した

のか。また多国籍企業をはじめとした経済主体のこれに対する対応は，グロー

バルな事業活動をどのように変質させ，あるいは政治リスクや主権国家による
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システムをどう変えていったのだろうか。またこうした現象に関する検討は，

経営史や国際経営研究に，いかなる示唆を持つであろうか。

ここでは，ナショナリズムを含む上記のような政治的現象に起因するリスク

を，多様な「非市場的リスク」（non-market risks）の一つとして捉える。非

市場的リスクには，政治的リスク・地政学的リスクの他に，自然災害リスクな

ども含まれる（Casson and da Silva Lopes 2013, p.377-379）。もちろん，政

治リスクやその他の非市場リスクと，市場的・経済的リスクの間に，常に明確

な境界を引けるわけではない。むしろ，政治リスクは多くの場合には，直接的

にではなく，市場における経済的条件（価格や取引量・取引条件等）の変化を

媒介として企業や国際的経済活動に影響を及ぼす。しかしそれでも，政治リス

ク 行為主体の政治的動機に起因するか，あるいは政治的な意識・行為およ

び行為主体間の行動に存在する因果連鎖に起因するリスク を独立の主題と

するには，十分な理由がある。第一に，市場による媒介を待たず直接に企業活

動を阻害したり促進したりする政治的・地政学的現象の存在を無視することは

できない。また第二に，そうした現象の一部は，単に企業の収益性や競争力を

左右するのみならず，企業の資産，経営者・従業員・株主の生命財産に対し存

立を脅かす脅威となる。その場合には，経済的な合理性の枠を超える判断・行

動も予想される。よってその性格は市場的リスクとは異なり，独自の分析が必

要である。第三に，経営史や国際経営では支配的な理論的枠組みは経済的な論

理に基づいており，政治リスクの問題は偶発的な外生変数として扱われがち

で，十分な検討がされていない（Bremmer and Keat 2009, p.1-9）。

リスクが存在しても顕在化しなければ企業に打撃を与えることはないが，リ

スクが意識されればそれは経済主体の対応を引き起こす。またリスクは同時に

チャンスでもある。リスクを他の主体よりも回避できれば，市場競争では相対

的に有利となる。よって本稿では，実際に顕在化した脅威，それら脅威のリス

ク，それらのリスクやチャンスに関する行為主体の認識や期待に焦点をあて

る。また政治リスクとしては，国際的な事業活動でとりわけ焦点となる地政学

的リスクを中心に検討するが，企業が本拠を置く本国の状況に起因するリスク

（home country risk）も，国境を越える事業活動に固有の影響を及ぼす場合に
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は検討の対象とする（例えばナチス・ドイツの政治体制・政策など）。

ナショナリズムも極めて多義的な概念であるが，本稿ではこれを最広義に

用いる。愛国心・愛郷心に基づく意識・行為の他，各国がその利害に基づき行

う行為 戦争を含め も広くこれに含める。経営史学における政府・国家

に関する議論に照らして重要なのは，単一の国家を前提に「企業=国家」関係

ないし「企業=政府」関係を論じるのではなく，この世界は・多・数・の・主・権・国・家か

らなる諸国家システムに覆われており，それらが・相・互・に・競・争・的・で・，・時・に・は・友・好
・的・な・，・ま・た・時・に・は・敵・対・的・な関係にあるという事実を，分析の主軸に据えること

である。このような視点に基づき，本章では，政治リスク一般を念頭に置きつ

つも，特に主権国家間の相克や，主権国家と企業の間の相克に起因するリスク

を中心的に論ずる。最後に本稿は，19世紀初から今日までの 2世紀という長

期の時間軸をとり，また世界史的視点でこの問題の長期趨勢を把握すること

を目的とする。実証的な検討は既刊の研究書に譲り（Forbes, Kurosawa and

Wubs 2019），ここでの分析は，あくまでそうした俯瞰的な視点の中での比較

の視点によって行う。

1. 第一次グローバル経済 （19世紀から 1914年）
第一次大戦に先立つ第一次グローバル経済の時代（G. ジョーンズ, 2007,

p.27; 安部, 2017, p. 3-6）には，政治リスクとナショナリズムは，直接投資・

間接投資や企業による国境を越えた事業活動（貿易・投資と多国籍企業活動）

にとって，大きな障害ではなかった。

1815年のナポレオン戦争終結から 1914年の第一次大戦までの 1世紀，欧州

では大規模・長期間の戦争はなかった。1870-71年の普仏戦争は民間資産の接

収や長期の経済戦を伴わず，米国での内戦（1861-65年）も，経済的影響は大

きくとも多国籍事業に特有の困難をもたらしたわけではなかった。もちろん世

界の各地で，列強による帝国主義的植民地獲得戦争，地域紛争，大規模な内乱

が発生していた。しかしこれらは通常，体系的な外資の接収を伴わず（Lipson

1985, p14），域外に本拠を置く商人らには事業機会を提供した。軍事力は限ら

れた数の諸列強に集中しており，これは当時まだ海港都市周辺にとどまってい

— 78 —



黒澤：多国籍企業と政治リスク，ナショナリズム

た外国資産を守るのに十分であった。

植民地化とそのための戦争は，支配と従属を作り出したが，同時に近代的

な財産権とそれを支える主権国家システムを世界化する過程でもあった。植民

地化によって本国と同一ないしは類似した法制度・統治構造が世界各地に生ま

れ，対外投資のリスクは減少した。財産権概念や市場取引のルールの確立は，

アジアでは治外法権の獲得によってなされた（Jones 1996, p.27; Lipson 1985,

p.14）。グローバルなビジネスは，植民地主義，帝国主義，砲艦外交を促進し，

またそれらの結果生まれたといえる。

この時期，英国中心の自由貿易体制と金本位制，自由主義的な経済思想が，

安定的なビジネスを可能にした。この時期，国家による経済社会への介入はわ

ずかであり，経済はそもそも「国民経済」単位には編成されていなかった。国

際的な企業活動にとっての制約はもっぱら物理的・文化的な距離と自然環境で

あり，欧米主要国間の勢力争いやナショナリズム，これらに起因する政策では

なかった。人・物・資本の移動に対して国家が課した制約は少なかった。1860

年代には米国で，1880年代には欧州で保護関税の導入が進んだが，第一次大

戦以後に比するとその税率は総じてまだ低かった。より重要なのは，資本移動

に対する制度的制約が無かったことである。19世紀の欧州やアメリカ大陸で

は，蔓延するナショナリスティックな言説にもかかわらず，19世紀後半の米

国銀行業における外資制限など少数の例外を除き，外国人所有企業に対する規

制は存在しなかった（Wilkins, 1989, p.455; Jones 1996, p.34-40）。

こうした開放性は，植民地や半植民地に限らず，ラテンアメリカなどの経済

的後背地や，独立を保ったアジアの国にも妥当した。植民地では一般に，宗主

国企業以外の商人・企業であっても自由に参入することができた。じっさい，

植民地を持たない欧州の小国やカナダなどを出身とする商人・企業も，インド

をはじめ各国の植民地に参入し，植民地政府により財産権を保護されたのであ

る（Dejung and Zangger 2010, p.188）。第一次大戦以前の植民地では，支配

的であったのは人種（白人と有色人種），文明（西洋対東洋，文明と野蛮），宗

教（キリスト教とそれ以外）といった対立軸・意識であり，帝国主義を前提と

したコスモポリタニズムが支配的であって，国籍は二次的な重要性しか持たな
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かった（Lubinski, Giacomin & Schnitzer, 2018, p.20）。また例えばオスマン

帝国では，19世紀末から 20世紀初頭の政策は外資誘致を志向しており政治リ

スクは小さかった（Geyikdagi & Geyikdagi 2001, p. 395-397）。また日本で

は，19世紀後半には外国商人の活動は居留地に制限されていたが，19世紀末

に不平等条約が解消されるとこの制約は撤廃され，外資導入が開始された。

以上のような状況は，国際的な企業活動をどのような姿にしただろうか。第

一に，この時期には企業の国籍は不明瞭であったし，ナショナリズムに基づく

言説は，必ずしも具体的な政策をもたらさなかった（Jones 2006, p.153-157）。

こうした中，資本移動の自由を前提に，多国籍的な企業家，所有者，投資家，

仲介者のネットワークが成立したのである。第二に，今日の「ボーン・グロー

バル」企業の先駆といえるような「ボーン・インターナショナル」企業が多数

登場していた。資本移動の自由はなくとも，関税やその他の保護的措置，法体

系の違いはあったから，「国境の向こう側」への投資に利点が生じ，ドイツ=

スイス国境や米国=カナダ国境など各地の国境地帯で多国籍的企業が誕生した

（黒澤, 2000, p.165-222, Jones, 2005, p.22）。第三に，政治的リスクよりも距

離によるリスクを考慮した企業組織・投資形態が生まれた。ミラ・ウィルキン

ズによって定義され経営史家の関心を呼んできた「フリースタンディング・カ

ンパニー」は，その代表例である。この場合，実際の事業活動は植民地など遠

隔地で行われても，会社の本拠は資本が豊富で制度的インフラも整った欧州，

特にロンドンなどに置かれていた（Wilkins, 1988）。

しかし，このような安定と統合の時代においても，地政学的・政治的リス

クやナショナリズムへの危惧が独自の企業・投資形態を生み出していたことは

注目される。1880年代から世界各国での社会基盤整備に際して用いられた中

立国での持株会社は，その事例である。電気・ガス等の公益事業や鉄道事業，

とりわけ電化事業においては，特定国の少数のエンジニアリング企業（例えば

シーメンス，AEG, ABB）が自らの顧客を創出するために傘下に金融会社を設

け，各国から投資資金を集めて世界各地で電化を進めた（Hausman, Hertner

& Wilkins 2008, p.52-72）。しかし，国際銀行家や敵国資本による自国社会基

盤の支配を憂慮する世論を考慮して，各地の事業に出資する持株会社は通常，
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スイス，ベルギー，カナダといった中立国・小国でありかつ柔軟な会社法を持

つ国に設けられた。これは，1920年代から本格化する安全への逃避，柔軟で

革新的な会社法の利用，特に持株会社の利用の先駆形態であった。

2. 第一次大戦と最初の「戦後」（1914年から 1920年代）
第一次大戦は，国際的な企業活動にとって大きな転換点であった。一方で

この戦争は，資本主義の中核地域において長く続いた平和の時代を終わらせ，

政治的不安定とイデオロギー，革命と独裁，ナショナリズムの時代に幕を開

いた。しかし他方で，国際的な事業活動に及ぼした影響の程度は，単純な形で

は評価できない。多国籍企業の事業は戦争によってたしかに打撃を受けたが，

驚くほどの抵抗力もみせた。第一次大戦を扱った近年の論集で，経営史家の

多くは，第一次大戦後に米国主導で世界秩序が再建されたことを重視した A.

トーズの見方（Tooze, 2014）を踏襲して，第一次大戦はグローバル化の経路

を変えたが，これを逆転させたわけではないと主張している（Smith, Mollan

& Tennent 2017）。G.ジョーンズらの先行研究も，1920年代には国際ビジネ

スへの障害はまだ大きくなかったとし，本格的な脱グローバル化は 1930年代

以降のことであるとしている（Jones 2005, p.20, 28）。

とはいえ，第一次大戦による断絶と打撃は明瞭である。開戦後，主要証券

取引所は閉鎖された。国境を越える人的移動，商品・金融の移動と取引，情報

の交換は困難になった。交戦国と中立国との間でも障害が生じ，欧州の「ボー

ン・インターナショナル」企業はこれによって大きな打撃を受けた。軍事的・

経済的な封鎖，敵性資産の接収・凍結，敵国との取引への制裁，抑留，徴発・

徴用・配給，軍需生産への転換，その他の経済統制，敵国・外国企業へのボイ

コットは，一群の企業に事業機会をもたらしたが，国際的な事業には総じて

打撃を与えた（Rossfeld and Straumann 2008; Fitzgerald 2015, p.162-178;

Smith, Mollan and Tennent 2017）。

第一次大戦によって初めて，国籍は企業の属性を構成しその活動を左右する

重要な要素となった。敵国人・敵国，敵国企業の資産は接収され，これらと取

引する企業には制裁が科された。各国は企業の所有関係を初めて体系的に調査
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した。英国には 5万人超のドイツ人がいたが，開戦後，経済生活からの排除

や抑留がなされ，戦況にしたがってエスカレートした（Panayi, 1990）。抑留

は植民地でも行われた（Lubinski, Giacomin and Schnitzer, 2018）。スイス

など中立国に本拠を置く多国籍企業では，中立を明確にするために交戦国出身

の役員は辞職し中立国の人員に置き換えられた。アル・スイスなどドイツ資本

によってスイスに設けられた製造業企業は，これによってスイス企業となった

（Ruch, Rais-Liechti and Peter 2001, p.126）。

各国の外資系企業は，親会社との関係を公式には断つなどして，戦時下で

も事業活動を継続した。敵の支配下にある企業は接収されたが，管財人により

事業は継続され，戦勝国企業の場合には戦後に支配関係を復活させることがで

きた。交戦国に立地する中立国企業の事業も，親会社からの独立性を高め現地

化することで事業を継続した。事業の地理的構成や製品戦略も，戦争下の状況

にあわせ変化し，中立国が交戦国への物資供給拠点となった。それまでスイス

とイギリスを主な生産拠点としていたネスレは，戦時中に南北アメリカ大陸や

オーストラリアに巨額の投資を行い，これらを対欧州供給拠点とした（Fenner

2008）。大戦自体はもちろん，その突然の終結も，多くの企業には打撃であっ

た。戦時需要の消失と過剰投資の顕在化により，少なからぬ国際的企業が危機

に陥ったのである。

大戦は，大きな地政学的帰結をもたらした。4つの帝国が崩壊し，ロシアで

起こった革命では，石油や電機事業などで外国資本が有した資産が失われた。

多数の小規模主権国家が東欧に誕生し，企業は細分化された市場とそこでのナ

ショナリズムに直面した。もっとも，地域によっては分断の側面ばかりでな

く，ハンガリーのロンドン市場との結びつきなど，新たな国際的関係が登場し

たことも見逃せない（Forbes, 2017）。

地球規模でみるならば，大戦とその帰結の含意はより多義的である。欧州

での戦争のために世界的に人的・物的資源が動員され，グローバルな連関が高

まった。大戦の結果，世界秩序の新たな担い手として米国が登場した。米系銀

行は組織を再編して外国証券の扱いを拡大し，アジアやラテンアメリカでも拡

張を遂げた（de Goey 2009, p.547; Stratton 2007）。戦勝国となった日本では

— 82 —



黒澤：多国籍企業と政治リスク，ナショナリズム

輸入代替や新産業の形成が進み，朝鮮や台湾への次の時代の資本移出の基礎が

築かれた。南米でも対欧州向け輸出は維持され，欧州起源の企業の現地化やラ

テンアメリカ各国間の統合が進んだ（Dehne 2017）。

第一次大戦による勝敗と，その後の賠償や再軍備禁止は，各国間・企業間の

競争力の構図を直に変化させた。敗戦国となったドイツの企業は，接収で在外

資産を失った上に賠償請求のリスクや再軍備禁止にも直面した。イギリスによ

るドイツ資産の接収（特許や商標権含む）は，ICIの設立など英国での化学産業

の礎になった。こうした中で最も利益を得たのは，戦時中に交戦両陣営で事業

を継続し，占領・接収，戦後の再軍備禁止を逃れる交戦国企業の逃避先となっ

た中立国（スウェーデン，スイス，オランダ）とその企業である。スウェーデ

ンの SKAや（Golson and Lenard 2017），化学，電機，金属部門のスイス企

業はこうした中で著しく競争力を高めた（Rossfeld and Strauman 2008）。戦

時下で「中立化」された企業は，戦後になっても戦前の多国籍的構成に復する

ことは少なかった。

第一次大戦とその帰結は，多国籍企業の位置・戦略・組織を変化させた。ド

イツは在外資産を喪失し，両大戦間期にこれはわずかに回復したものの，大戦

前の水準の回復は実に半世紀後の 1960年代にずれこんだ（Schröter 1993）。

鉱業・石油産業では対外直接投資から撤退し，両大戦間期の対外直接投資先は

東欧に限定された。これは接収リスクへの対応であった。1920年代には賠償

による接収が，また 1930年代以降には再度の大戦でのそれが危惧されたので

ある。IGファルベンの在米拠点は両大戦間期のドイツで最大の対外直接投資

であったが，これは中立国スイスのバーゼルに設けた持株会社による投資の形

で行われた（König 2001）。ドイツ企業は，接収リスクを避けがたい直接投資

による所有を避けて，むしろ国際カルテルを多用して，市場支配力と利益を確

保しようとした（Schröter 1988）。

第一次大戦による組織構造への影響は，ドイツ企業に限られない。大戦は，

国際分業に関する考えを一変させた。企業行動も政策も，当該の事象に関わる

国が（仮想）敵国，中立国，友好国，同盟国のいずれなのか，また取引相手や

投資先の経済主体が，これらとどういう関係にあるのかに左右されるように
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なった（Dilley 2017）。国境を跨ぐ価値連鎖は，各国単位の編成に置き換えら

れた。大戦中も，またこれが終結した後も，市場の分断や政治情勢に対応する

ためには分権化や現地化が必要となった。大戦前から所有も経営も多国籍的

であった多国籍企業の場合，本社自体が多元的な組織となる傾向がみられた

（Wubs, 2008; Lüpold 2003; Kurosawa & Wubs 2019）。また本国の組織と投

資先国の組織の間の関係も，緩やかで分権的になった。国外の支店・分工場の

多くは現地で法人格を持つ現地法人に再編された。人材面での現地化や権限委

譲が進み，研究開発でも現地化・分権化の傾向が強まった。米系企業の欧州事

業も例外でない。GEが 1919年に海外事業のために設立した子会社は一元的

な組織であったが，これは各国の子会社に各国の状況に応じて出資する母体組

織であった（Wiklins 1974, p.138-151）。第一次大戦以降，為替管理は多国籍

企業にとって大きな制約となった（Kobrak 2002; Kobrak 2003）。

1920年代には持株会社が普及し，企業による政治リスク・課税回避策が本

格化した。第一次大戦以降，各国で課税の水準が一気に高まったこと，これに

より親会社と子会社での二重課税問題が発生したことが，その背景であった

（Mollan & Tennent 2015;井澤 2016; 井澤 2018; Izawa, 2019）。1920年代に

は，複雑な組織デザインに基づく企業組織・法人構造が登場した。ペーパー・

カンパニー的な持株会社が多用され，複雑な所有・貸付・議決権関係で結ばれ

た。所有者の国籍や支配関係を曖昧にし，それにより政治的・地政学的リス

クや二重課税を回避しようとしたのである。ロシュやネスレはこのために特

殊な二重法人構造をつくり（Lüpold 2003; 黒澤 2010; 黒澤 2012; Kurosawa

2015），ガス事業を各国で行う IGCでは，大陸諸国に置いた子会社株の所有と

子会社への貸付でこれを行った（Izawa, 2019）。またこれを可能にしたのは，

これらの受け皿となる特殊な逃避地であった。ベルギーはドイツによる侵略で

安全な中立国としての地位を失ったが，1920年代にはリヒテンシュタインや

パナマといった新たな逃避地が登場した。これらは柔軟な会社法と，持ち株会

社に有利な税制を有していた（黒澤 2010; Kurosawa 2015）。

多国籍企業やその他の国境を越える事業活動は，第一次大戦やその後の状況

をどう左右したのだろうか。国際的なビジネスエリートは，戦時中は大戦の構
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図に対応して政策体系の転換を主導し，また戦後は戦争のリスク，政治リスク

に対抗するインフラストラクチャーの構築に関わった。イギリスと帝国圏の関

係は，大戦の勃発後間も無く，企業人自身によって戦争の論理に従う形で再定

義された（Dilley, 2017）。他方，1920年代の国際主義と平和主義の高揚期に

は，国際商業会議所（International Chamber of Commerce）が創設される

など，第一次グローバル化の際には見られなかった国際組織，国際公共財が登

場した。また上述のリヒテンシュタイン，パナマといった安全保障のための逃

避国，租税回避拠点の出現の背景には，多国籍企業・多国籍銀行，法律家，会

計事務所，多国籍企業本拠の政府の活動があった。国際的なビジネスエリート

は，非公式の国際公共財といえる非公式のインフラストラクチャーを，一国の

法制度や税制をも変える形でつくりだしたといえる。

3. 脱グローバル化とナショナリズム，第二次大戦
（1930年代から 1940年代）
1930年代から第二次大戦とそれに続く冷戦の最初期にかけての時期は，国

際ビジネスが最も深刻な政治的・地政学的リスクにさらされた時代であった。

大恐慌とこれに続く各国の保護主義，ブロック経済化，自国中心主義的な経済

政策によって，経済のグローバルな統合は解体した。暴虐な政治体制とその下

での迫害は，企業活動に深刻な倫理的問題を突きつけた。そして第二次大戦と

それに伴う占領は，第一次大戦とは違った次元の脅威をもたらした。

1930年代に脱グローバル化を引き起こした政治環境の変化は，二面性を持っ

ていた。一方で，関税の大幅な引き上げ，輸入代替政策の採用，為替管理の導

入や二国間精算協定が登場した。他方，この時期，国家による経済の統制が強

まり，途上国では外資の接収や外資の事業への介入が発生してはいたが，欧

米主要国ではこの時期にも外資による対内投資に対する規制をほとんど行わ

ず（ジョーンズ，2007, p.186），開戦まではユダヤ系企業の「アーリア化」に

伴う事例を除けば外資の接収もなかった（Lipson 1985, 65-84）。多国籍企業

は，こうした両面の変化に対応するため，貿易から直接投資への転換や企業組

織の分権化・現地化・中立化を強めた。為替管理によって本国への利益・配当
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送金が困難になった投資先では，多国籍企業は現地での再投資を強いられた

（Wilkins 1974; Kobrak 2003; Wilkins 2004）。こうした中，外資の傘下によ

ある各国の製造子会社数はむしろ増加し，1937年には 1914年の 4倍となっ

た（Teichova 1986, p.364）。これにより，第一次大戦以前に存在していたコ

スモポリタン的でシームレスな多国籍的ネットワークからなるグローバル・ビ

ジネスは，国境による分断を前提に，国内完結度の高いドメスティックな各国

事業を緩やかに統合した分権的多国籍企業の集合体に再編されたのである。

第二次大戦後に世界的現象となる経済的ナショナリズムや国家による経済へ

の介入の多くは，1930年代に起点を持つ。ラテンアメリカでは，公益事業や社

会基盤事業を中心に政府介入や外資規制が強まり，電信電話の ITTや，電力

事業の American & Foreign Powerなどが影響を受けた。メキシコでは農業

部門で対内直接投資事業が国有化された。日本でも，多国籍企業は国内資本と

の競争や反外資キャンペーンに直面した。ネスレの現地法人は，形式上の経営

者・所有者を日本人としこれを乗り切っている（Donzé & Kurosawa, 2013）。

戦略物資となった石油は，世界各地で標的となった。イランでは，1932年に

アングロ・ぺルシアン石油会社に付与された採掘権が一時的に停止された（梅

野, 2002）。ボリビア政府は 1937年にジャージー・スタンダードの資産を接収

した（Jones, 1996）。1938年には，メキシコがシェル，スンダード石油の事

業などを接収したが，これはロシア革命以来の大規模な接収であった。消費国

でも政府による介入があった。価格抑制を狙ったチリや，軍事戦略の観点で石

油の精製を重視する日本は，地元企業が精製・流通への参入を目指し，政府が

これを後押しした。いずれの場合も多国籍企業は本国政府の支援を得てこれに

対抗したが，結局，地元企業を含めたカルテルや合弁に落ち着いた（Bucheli

2010; 橘川 2015）。イランにおけるデンマーク企業の例のように，列強の勢力

争いと無縁な場合にも，現地のエリートを経営陣に取り込む試みを怠った事例

では，事業は困難になった（Andersen 2008）。軍事的に重要で政府による事

業権付与が不可欠な電信でも，ソ連や日本では多国籍企業への圧力が高まった

（Jacobsen 2004）。

第二次大戦やその下での占領，それに，これと切り離せない独裁やナチズム
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の問題は，経営史の大きな主題であり，特にドイツ語圏では大きなインパクト

を持った（James and Tanner, 2002; Independent Commission of Experts

Switzerland- Second World War 2002; 黒澤 2010）。

経済のグローバル化に対する影響や，グローバルな事業活動を促進したか

阻害したかという本稿の関心からみると，第二次大戦も，第一次大戦と同じ二

面性を有していた。一面では，第二次大戦は多国籍企業や国境を越えた事業活

動に深刻な打撃を与え，しかもその打撃は，第一次大戦に比しても深刻であっ

た。しかしそれにも関わらず，第二次大戦の間，多国籍企業は第一次大戦時と

同様に，驚くべき耐性をみせてそのビジネスを継続し，また戦争や占領という

状況や，その下での企業行動は，部分的・一時的・間接的には，国際的な連関

を強めさえした。

第二次大戦は，第一次大戦と異なり総力戦となることが予想されそれへの

対策が練られた戦争であった。しかし第二次大戦は，第一次大戦の再現ではな

かった。フランスの呆気ない敗北もあって，北欧やオランダも含め，第一次大

戦時よりもはるかに広い領土が占領され，欧州大陸は，ドイツ覇権下の新秩序

の下に置かれた。これによってオランダなど多国籍企業の重要な本拠地が占領

され，在外資産のみならず，会社本体とその経営者，株主，社員の生命財産が

脅かされた。これは第一次大戦で占領を受けたベルギーを除けば初の事態であ

り，また第二次大戦後の途上国などでの接収リスクとも次元を異にしていた。

しかも，連合国による大陸封鎖と枢軸陣営による逆封鎖により，世界市場は，

枢軸陣営の二つの支配地域とこれを囲む地域に分断された（黒澤 2010; 2012）。

占領が広範囲・長期に及び，しかもこれにユダヤ人迫害といった倫理的問題が

加わったことで，戦争・占領・体制への協力や，占領勢力地域下でのビジネス

に伴うチャンスとリスクの問題が発生した（Lund 2006）。

連合国・中立国・被占領国に本社を持つ多国籍企業では，枢軸陣営の支配地に

おいても，事業自体は大部分が継続された。英米系多国籍企業のドイツやその

占領地・勢力圏の子会社は，IBM傘下のデホマグ（Heide, 2004），GM傘下のオ

ペル，フォードの事例などのように，開戦後は親会社と関係を断ち事業を継続し

た。二つの本社を有した英蘭企業（ユニリーバ，ロイヤル・ダッチ・シェル）は，
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二つの本社の間の関係を公式には絶ったうえ，オランダ側では占領当局による

接収・直接管理もかろうじて回避して，両陣営で事業を継続した（Wubs 2008;

黒澤 2010）。SKA（スウェーデン）やロシュ，Georg Fisher（スイス）など中立

国企業の場合，ドイツやその支配地の子会社の財産権は尊重され，かつ，これと

の関係の維持はより容易であった（Wipf 2001; Independent Commission of

Experts Switzerland- Second World War 2002; 黒澤 2010）。他方，被占領国

では状況は著しく多様であった（Lund 2006; Kleman & Kudryashow 2012）。

ノルウェーでは大規模な接収がなされ，戦略目的でドイツから投資がなされた。

自国が占領下に置かれたデンマーク企業は，ドイツやノルウェーなど占領地で

ビジネスチャンスを獲得して業績を伸ばした（Lund 2006; Andersen 2009）。

ドイツ支配下に置かれた東欧の企業は，ドイツの国有持株会社の所有となった

（Overy 2002）。他方，連合国支配地にあるドイツ企業の資産はこれに比する

ともともと少なかった。IG ファルベンの在米子会社の資産は開戦とともに凍

結された（König 2001, 143-152）。

多くの研究が，この時代の企業行動を倫理の観点から吟味してきた。一般

読者向けの作品では，多国籍企業による戦争・独裁・ホロコーストへの協力へ

の批判が目立つ。しかし経営史家の多くは，糾弾・告発，あるいは過去を裁く

ことからは距離を置き，むしろ，企業が政治的動機よりも経済合理性で動いて

いたとみて，企業が直面した制約や行動の背景，戦略や組織への影響を分析

している（Heide 2004; Kobrak 2004; Kobrak & Hansen 2004）。それによれ

ば，企業の対応は，企業の規模と経営資源，二つの陣営あるいは各国市場への

事業の依存度，安全な地域への事業活動のシフトの可能性，商品・サービスの

戦略的重要性，参入・所有の形式, 本国政府の状況・姿勢などにより，大きく

異なっていた。ユニリーバやネスレ，ロシュといった企業は，ドイツ市場への

依存度が相対的に小さく大きな資源と世界的な市場支配力を有したために，リ

スクを制御しつつ暴虐的な政府との間で一定の距離を維持しえた。他方，マ

ギーのようにドイツ市場へ依存する企業は，体制からの圧力に弱かった（Ruch,

Rais-Liechti and Peter 2001）。為替管理が厳しくなると，アリアンツのよう

な保険・金融企業や，シェリングなど外国市場依存度の高い企業では，政府の外

— 88 —



黒澤：多国籍企業と政治リスク，ナショナリズム

貨政策への従属性を強め，政権への政治的抵抗力も弱まった（Feldman 2001;

Kobrak 2003）。また，第一次大戦での経験やその記憶，そこでの正当性や社

会的評価に関する教訓も重要であった。企業は競争関係の中にあり，体制協力

のリスクよりも撤退によるリスクが意識されやすい。またドイツでは，政治的

要因は，企業行動のみではなく企業組織をも変質させていた（Kobrak 2002）。

前出の，複雑な組織デザイン用いた企業の財務・法的構造は，その全てが隠

蔽を目的としたものではなかったが，為替管理や戦争リスクへの対応が重要に

なると，カムフラージュ（cloaking）の重要な手段となった。ドイツ企業に関

して研究が豊富であるが（Aalders and Wiebes 1996; Wilkins 2004; Kobrak

and J. Wüstenhagen 2006; Jones and Lubinski），英蘭企業や，被占領国企

業，スイス企業など各国の多国籍企業もこれを行っていた（黒澤 2010）。また

その舞台も，スウェーデンやスイスなどの中立国をはじめ，中南米にも拡がっ

ており，アメリカ人，オランダ人，スイス人，スウェーデン人，デンマーク人な

どの代理人がこれに関わっていた（Wüstenhagen 2004; Wilkins 2004; Euwe

2010）。連合国は，ナチスやドイツ企業の資産隠蔽を警戒してこれを封じるた

めの作戦を展開した（Lorenz-Meyer 2007）。カムフラージユの動機はさまざ

まであった。その本社がドイツの占領下に置かれた英蘭企業は，ドイツによ

る接収のみならず，連合国政府側による本社およびその傘下にある連合国支

配地・第三国資産の凍結・接収のリスクにも直面した（Wubs 2008; Van der

Eng 2018）。これらの企業の多くは，親会社を法的に互いに独立した二つの会

社に分割し，また企業海外資産をカリブ海地域や南アフリカなどの安全な地域

に退避させた（Kurosawa 2010）。ドイツのバイエルスドルフによる「リング」

構造のように，様々な組織形態が考案された（Jones and Lubinski 2012）。こ

れらの財務的・法的構造は形式的なものとみなされがちであるが，実際には，

スイス企業の場合のように時に子会社に対するコントロールや企業の一体性を

脅かした（Lüpold 2003; 黒澤 2012; Kurosawa 2015; Ruch, Rais-Liechti &

Peter 2001）。ロシュやネスレの事例で確認されるように，分権化を促進し子

会社の本社に対する交渉力を強めるなどして，グループ全体を解体の脅威にさ

らす場合もみられた（Lüpold 2002; 黒澤 2012）他方，第一次大戦の参戦国で
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はあるものの接収被害の経験を持たなかった日本企業では，日本の敗北や被占

領に備えた対策はまったく講じられなかった。

第一次大戦と同様，第二次大戦は個々の企業の競争上の地位を大きく変化さ

せた。枢軸国企業ではカムフラージュの効果はほとんどなく，縮小した領土の

外に位置する資産（実物・金融資産，商標，特許）をことごとく失った。そこ

では，ドイツ企業の知的財産の一部が接収され，国際的にも公開されて同じ敗

戦国の日本に恩恵が及ぶというような事態も生じた（Nakajima 2014）。在外

資産を失ったドイツ企業や日本企業は，第二次大戦後の数十年の間は，対外直

接投資よりも輸出を志向した。戦勝国・被占領国・中立国企業の状況はさまざ

まであるが，ロシュなどいくつかの企業は第二次大戦を機に米国への経営資源

の移転を急激に進め，欧州に基盤を置く多国籍企業から，世界的な多国籍企業

へと変貌を遂げた。

二つの大戦は，国際的な事業活動の形態や多国籍企業の組織構造に大きな

インパクトをもたらした。とりわけ戦場となり占領を経験し，また国境による

市場の分断が続いた欧州では，両大戦間期に登場した分権的でマルチ・ドメス

ティックな組織構造が定着した。戦争と占領を想定して導入された組織構造

は，戦後においては冷戦への備えと租税回避のツールとなった。日本では，戦

時体制と戦後の占領は，企業間関係を根底的に変化させ，戦後の企業システム

の基礎となった（Ohata and Kurosawa 2016）。

戦争は，一面では世界経済を国民経済の集合体に再編したが，他の一面にお

いては，世界の統合を強化し，世界の多極化を促進した。戦争を機にした交通

通信技術の発展，特に航空機の発展や造船技術での革新，植民地も含めた世界

的動員などは，第二次大戦後のグローバル化の基盤となった。欧州の地位低下

と，米国への覇権の移動，植民地の覚醒は，世界の多極化へと繋がった。また

局所的・短期間ではあるが，ドイツ支配下での欧州の経済的統合は，イデオロ

ギー的には対極に位置する戦後の欧州統合への連続性をも有していた。
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4. 東西冷戦，脱植民地化，国家主導の経済運営
（1940年代末～1970年代）
第二次大戦直後の数年間から 1970年代までは，冷戦下での平和と他方での

経済的ナショナリズムが並存した時代であり，国境を越えたグローバルな企

業活動にとっては両義的な時代であった。1940年代後半，共産圏では接収に

よって多国籍企業・対内投資は排除され，またその後も，冷戦が熱戦に変わる

リスクが意識され，実際に地域的な戦争が発生した。しかし第一次・第二次大

戦時とは異なり，多国籍企業資産の大規模な接収を伴う戦争は起こらなかっ

た。他方，この時代は，民族主義と植民地独立，国家の経済への介入，産業政

策と輸入代替政策の時代でもあった。第二次大戦後，アメリカの覇権の下で

GATT/IMF体制が成立し，金融・通貨の秩序も安定して国際貿易は持続的な

拡大を続けたが，しかしそれでも，第一次大戦以前の世界に比べると各国国民

経済を単位とする市場の分断が目立ち，国際的な企業活動や投資への制約はよ

り大きかった（Jones 2006）。また第一次大戦以前には自明の原則であった財

産権の保障は，この時期には最も脆弱であり，途上国による外国企業資産の接

収はこの時期に集中していた（Lipson 1985 p.85-139）。

上で俯瞰した状況を個別に確認してゆこう。欧州でも東アジアでも，日本

とドイツの侵略行為自体がそれに先立つ広域的経済関係を破壊・再編するも

のであったが，第二次大戦の帰結と東西の冷戦は，中東欧と東アジアでそれ

までの広域的経済関係を解体した。ヨーロッパでは中欧（Mitteleuropa）が分

断され，東側では民間資産が接収されて世界市場から切り離された。東アジ

アでは，朝鮮・台湾・中国に位置する日本企業の資産（鉄道・電力，上海の紡

績業等）は日本の敗戦直後に各地の政権に接収・国有化され，対内直接投資は

激減した。中国の共産化により外国企業は香港に逃れ，また電力企業である

American & Foreign Powerのように，移転が困難な場合にはその資産は接収

された（Jones, 1996, p.170）。北ベトナムもこれに続いた。日本からアジア諸

国への直接投資は 1960年代に再開されたが，東アジア全体の本格的な経済的

再統合は中国が世界市場に復帰する 1980年代以降にずれ込んだ。他方，日本

から撤退していた欧米多国籍企業の戦後の再上陸は容易ではなく，戦後の日本
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は，対内直接投資比率が著しく低い経済構造を持つに至った。

欧州でも日本でも，経済への政府の介入，為替管理，外資規制は 1950年代

ないしは 1960年代まで続き，自由化後も基盤産業からの外資の排除は 1970年

代まで続いた。大陸欧州諸国や日本のメーカー各社は戦後 20年の間にはわず

かな対外直接投資しか行わず，輸出を軸としていた。直接投資を行う場合も，

欧州企業では 1970年代まではM型組織の場合にも「マザー・ドーター型」組

織であり，各国子会社は高い自律性を持ち，子会社に対するコントロールはイ

ンフォーマルで個人的であった。欧州統合の中でも，ヨーロッパ系の企業は，

マルチナショナル型の組織を選択することが多く，各国間の会社組織の統合は

欧州企業では米国企業に遅れた（ジョーンズ，2007, p.245-250）。これはもち

ろん，市場が実際に各国に分断されていることに対応したものだが，戦争の遺

産と記憶にも規定されていたことは明らかである。

この時代に盛んとなった途上国の経済ナショナリズムと，それによる外資

の接収・国有化を象徴するのは 1956年のスエズ国有化であるが，これが実際

に増えるのは 1960年代からであり，1970年代に急増して 1975年に頂点に達

した（Lipson 1985, p.97-123）。これらは計画経済への体制転換に際しての接

収・国有化とは違い，全部門で行われたわけではなく特定の産業部門に限られ，

石油や資源部門，公益事業を中心としていた。またキューバ，エジプト，イラ

ク，シリアを除けば，それなりの率で経済的な補償がされた（Williams, 1975;

Jones 1996, p.93）。1976年までに事実上すべての主要産油国が原油生産を国

有化し，錫や銅などでもこの時期に国有化が進んだ（梅野 1992; 2002）。1980

年代半ばには，発展途上国の鉱産資源生産能力の半数は国有となった。1970

年代には，アジア各地の外資系プランテーションが国有化され，あるいは地元

資本への強制売却の対象となった。その結果，1970年代には，鉱物資源や一

次産品では多国籍企業による直接所有は減少し，その結果，それ以降は接収の

リスク自体が減少した（Kobrin 1984）。

ナショナリズムに基づく各国の政策は，接収・国有化以外にも多様な形を

とった（梅野 1992; 2002）。石油資源を持たないチリや日本では，原油輸入自

体は石油メジャーに頼らざるえないため，地元政府は接収・国有化でなく国内・
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民間企業と多国籍企業の合弁を求め，実際にこれが実現した（Bucheli 2010;

橘川 2015; Kikkawa 2019）。ブラジルなど多くの途上国は，輸入代替型工業

化を目指す産業政策を外資誘致に結びつけた（Jones 1996, p.259-262）。アフ

リカでは国有化ではなく「土着化」（地元ステークホルダーの事業参画）が選

ばれた（Decker 2008）。独立後のインドネシアでは人材の「インドネシア化」

が目指された（Sluyterman 2018）。国によっては，経済ナショナリズムは民

族政策でもあった。インドネシアやマレーシアでの政策は，華人系の移民企業

家・ビジネスグループによる国際ビジネスを制約した。インドネシアでは，政

治的不安定性が外資一般を悩ませた（White 2012）。

こうした政策やリスクに対する多国籍企業の対策は，多国籍的でグローバル

な事業活動の形態を変え，同時に政治リスクそれ自体に反作用を及ぼした。そ

のうち最も極端なものは，政治的な対抗策である。周知のようにイランやチリ

では，多国籍企業は本国政府を動かし，それによる政権の転覆によって事業の

継続がなされた。これはその衝撃的な事実ゆえに目立つが，こうした対抗策は

それ自体がリスクを持ち，また多国籍企業の利害が本国政府の利害と一致する

とは限らず（橘川 2015），また本国政府の力も限られるのが普通であり，実際

は一般的な戦略とはいえない。とはいえ，一般的には本国政府との関係，本国

政府の姿勢と能力は重要な要因である（Bucheli 2013）。多国籍企業にとって

の本国と投資先国の間にある動態的な政治的関係は，投資先国の政治リスクそ

れ自体とは区別して分析されるべきであるが，これが多国籍企業の政治リスク

管理能力を左右することは間違いない。そうした観点からデッカーは，ガーナ

の事例について，企業の影響力を制約する政治リスク自体が企業戦略の結果で

あったと結論づけている（Decker 2011）。

上の事例とは反対に位置するのが，撤退も含む事業戦略による対応である。

価値連鎖の川上にあたる資源部門での優位を失った多国籍企業の多くは，川下

の部門を統合して垂直統合を強める戦略をとった。また川上部門からの撤退

後，大胆に事業転換や非関連部門への多角化を行う例もみられた。例えば，も

ともと欧州で公益事業も行なっていたスエズ運河会社は，エジプトによる運河

の国有化後は，欧州を主な事業地域とする公益事業会社に転換した。資源や
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一次産品部門では，調達先との関係を残して完全な撤退を避ける場合，こうし

た選択は「非所有戦略」として位置付けられる。その事例はユナイテッド・フ

ルーツ社であり，同社はコロンビアで第二次大戦まではプランテーションの所

有を含む垂直統合の形で事業を行なっていた。しかし第二次大戦後はプラン

テーション部門からは撤退し，これを所有することなくしかし調達においてそ

の影響力を維持した（Bucheli, 2008）。また鉱山を所有する米系鉄鋼メーカー

とは異なって，日系の鉄鋼メーカーは鉱山所有を避け長期契約で安定調達を実

現していることが知られる。これは経済的合理性に基づく選択であるが，資源

ナショナリズムを前提とした上でそれとの折り合いをつけて確立したモデルと

いうこともできるだろう。

合弁事業やその他による現地化・現地政府への接近戦略も，一般的であっ

た。政治的リスクの発生源を社内に内部化する戦略がその一例である（Ring,

Lenway and Govekar 1990）。この場合，投資先国の国有企業，現地の企業グ

ループの構成企業や，政府官僚・政治家・現地の経済的エリートを，様々な形

で所有・管理者に加える。例えば日本の製紙・製鉄メーカーの対ブラジル投資

はその事例といえる。ガーナやナイジェリアの例では外資の土着化を目指す政

策に協力し，途上国のエリートと良好な関係を維持することで，正統性の確保

が図られた（Decker, 2008）。

しかしこのような対応は，時に深刻な限界をも持つ。中央アメリカにおける

ユナイテッド・フルーツの例は，こうした関係が経済的利益を地元にもたらし

うるか否かに依存すること，また現地の体制の民主化が多国籍企業に対し寛容

な政策に帰結するとは限らないことを示した（Bucheli 2008）。またボリビア

でのガルフ石油の事例，チリでの ITTの事例，イランでのデュポンの事例は，

現地のエリートが正統性を失い根源的な社会変革があった場合には，それと

結びついた多国籍企業も大きなダメージを受けること示している（梅野 1992;

Blaszczyk 2008; Bucheli, 2013）。他方，石油その他の部門で接収や国有化が

進んでいたメキシコで外資として成功しえたシアーズ・ローバックの事例は，

当該企業の理念と事業内容が現地社会の価値観の中で肯定的に評価される場合

には，ナショナリズムが即座に多国籍企業への敵対的な環境をもたらすわけで
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はないことを示している（Moreno 2003）。なお現地化戦略は，途上国に限ら

ずオーストラリアなど欧米的価値観を持つ投資先でも政治リスクの回避のため

には重要であった（Van der Eng 2018）。

両大戦間期に行われたカムフラージュはどうなっただろうか。第二次大戦後

は，多国籍企業の本拠での接収のリスクは解消し，その限りではその必要性は

減じた。しかし投資先国での政治的・地政学的リスクや課税のリスクは続いて

おり，また冷戦の行方も明確ではなく，多国籍企業の一部は，子会社や海外事

業についてはこの種の複雑な構造を維持した。そしてそれは，安全な事業環境

を例外的に提供する少数のホスト国・地域の新たな登場と対になっていた。中

国の共産化では香港が，また東南アジアのナショナリズムの中ではシンガポー

ルが，不安定の海の中の「避難港」として台頭したのである。これらは前時代

に登場した伝統的な逃避地と同様，柔軟な会社法と低い税率を有する租税回避

の拠点（タックス・ヘイヴン）でもあった。

こうした逃避地やタックス・ヘイヴンは，多国籍企業，多国籍銀行，法律事

務所，会計事務所等が，世界的企業や投資家による需要を前提に，各国政府を

動かす形で創出したものである。これらは一面では，主権国家の政策を骨抜き

にする抜け穴であるが，同時に，政治的・地政学的リスクが無くなりはしない

状況において，主権国家システムや国際機関では十分に提供できない国際公共

財を提供する存在でもあった。主権国家の数が飛躍的に増え，かつナショナリ

ズムも高まった第二次大戦後の世界において，国際的なビジネスは，自らの活

動に必要な制度的基盤を作り出し，またそうして登場した環境が，企業活動の

グローバル化をさらに促進していったのである。

第二次グローバル経済（1970年代末-現在の 40年間）
1980年代以降，国際的な企業活動が直面する政治的・地政学的リスク，ナ

ショナリズムに起因する制約は，第一次大戦の勃発以降で最も低い水準となっ

た。冷戦は終結し，経済体制を巡る根本的な対立も解消した。自由貿易体制の

勝利と閉鎖経済の敗北が鮮明になり，中国は 1978年に開放政策に転じた。先

進国でも市場化と自由化，対外的開放が進み，為替管理や対内投資への制限が
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撤廃され，金融的な統合が進んだ。民営化と対外開放により社会基盤部門でも

外資の参入が可能となった。途上国では接収が激減し，外資誘致策が支配的と

なり，また輸出振興策が輸入代替政策にとって代わられた。地域的経済統合が

進み，世界的にも貿易が拡大し，またそれ以上に対外直接投資が増加して，グ

ローバルな価値連鎖が形成された。こうした中，政治的・地政学的リスクは意

識の周辺部へと追いやられた。

しかしこの時代においても，政治的・地政学的リスクやナショナリズムの要

素は，大戦の時代や 1970年代に比べればずっと小さいとはいえ，消え去った

わけではなかった。特に，第二次大戦後に拡大が著しかったのが先進国間の水

平貿易であることを考慮すると，この時期に問題化した先進国間の貿易摩擦を

無視することはできない。日米貿易摩擦はその代表例であり，周知のように，

1970年代の繊維に始まって，1980年代には鉄鋼・自動車・半導体に及んだ。

米国からの外交圧力の下，日本のメーカーは実質的に「輸出自主規制」を受け

入れざるを得ず，また自動車では，日本企業は対米直接投資によりこの事態を

打開した。政治リスクが企業の多国籍化を促進したのである。カナダに至って

は，通関サボタージュという特異な手段をも行使して，日本企業の対内直接投

資を実現した（アナスタキス 2017）。繊維や鉄鋼業では，先進国の保護主義的

措置は，制裁や防御措置の標的になった国からそれ以外の国への生産のシフ

ト，アウトソーシングを引き起こした（Gereffi 1999）。政治リスクとそれに対

する多国籍企業の積極的な対応が，今日のグローバルな価値連鎖の出現の一つ

の要因になったのである。

移行経済国では市場制度と法の支配が十分に確立しておらず，多国籍企業に

とっての不確実性は大きかった。中国はその端的な事例である。1980年代以

降の中国経済の開放と市場化では，中国政府は市場へアクセスと交換に技術・

知識の移転を求め，自動車産業を始め，現地企業との合弁などを多国籍企業に

強い，しかもこうした手法は，WTOへの加盟後も改められなかった。また中

国政府は，民間企業への攻撃を外交のカードに用いることを躊躇わない。2012

年の尖閣諸島をめぐる対立では日系企業は群衆による放火や破壊活動に直面

し，また 2017年には韓国企業は中国政府が公然と主導したボイコットに遭遇
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している。

安定した政治・制度・経済環境を持つ少数の経済的中核都市への投資や，租

税回避地の利用はこの時代も続いた。国際的な資本移動の自由化，経済の金融

化の中で，グローバル経済の中でハブとしての役割をもつ少数の地域の重要性

はむしろ強まった。中東ではドバイが政治的安定と優れた社会基盤を持つ逃避

地として登場したが，その背景にあるのは，イランへの制裁や地域の政治的不

安定さである。

2010年代以降，トランプ政権の登場やイギリスの EU離脱の動き，米中の

衝突は，政治的・地政学的リスク，不確実性の脅威が過去の問題でないことを，

多国籍企業をはじめとするグローバル経済の担い手に思い知らせた。しかしい

うまでもなく，これらの経済主体は，グローバル化においては環境変化に受動

的に対応する存在ではおよそない。それに先立つ時代と同様，「第二次グロー

バル経済」の下でも，政治リスクの管理，主権国家の規制力を回避するための

制度的・組織的な抜け道の創出においては，多国籍企業やその他の国際ビジネ

スの主体は，能動的で決定的な役割を果たした。21世紀に入っての各国での

ポピュリズム台頭の背景に，貧富の格差の拡大と，国家による再配分能力の低

下，租税回避地とそれを利用する経済エリートへの反発があるならば，国際ビ

ジネスは，少なくとも間接的に，政治的・地政学的リスクを自ら生み出してき

たともいえるのである。

おわりに
政治的・地政学的リスクやナショナリズム，あるいは競合関係にあり相争う

主権国家が作り出す障害は，グローバルに展開される企業活動の発展や停滞，

そしてその経路に，大きな影響を及ぼしてきた。二度の世界大戦と，これと密

接に関連して発生した 1930年代の保護主義やそれに続くナショナリズムの波

は，グローバル経済に深刻な打撃を与え，一時的とはいえこれを逆転させた。

他方で二度の大戦は，技術革新や局地的な市場統合をもたらたし，従来は経済

的に周辺的・従属的であった地域の台頭に貢献するなどして，今日の多極的な

グローバル経済への道を それは迂回路であったかもしれないが 開いた。
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戦時下での封鎖や両大戦間期の貿易障壁，主権国家による政策は市場の世界的

な統合に打撃を与えた。こうした中で，企業活動のグローバルなネットワーク

は一元的構造から多中心的な構造に姿を変え，その中から，主権国家が課す制

約を前提にそれを越えて活動する今日の多国籍企業が生まれてきた。これらの

多国籍企業や関連の経済主体は，主権国家の動きに受動的に反応しただけでは

なく，特殊な逃避地の創出など，国際的な公共財の創出に関わってきた。しか

し皮肉なことに，これは今，世界的に新たな種類の政治リスクを生み出してい

るようにみえる。

政治リスクは，その性質からして，大きな地理的な差違を持つ。欧州企業と

米企業とでは，状況は大きく異なった。深刻なリスクが現実のものとなった欧

州では，政治リスクへの対応能力は企業の盛衰を分かった。欧州の少なからぬ

企業が，政治リスクを制御するための組織構造を採用し，あるいは，戦略的に

地理的・事業的な資源配分を変更することで，生き残った。政治リスクの要素

の世界的な一般性は，むしろ，米国企業が享受する条件の特殊性や，政治リス

クを外生要因として軽視する経営学・経営史の理論や実証研究の限界を示唆す

る。経営史家はこの問題に注目してきたが，しかし第二次大戦後や欧州以外の

地域に関する研究はまだ多くない。会社法や課税に関する研究は，経営史では

始まったばかりであり，学際的な対話は十分とはいえない。この主題に関する

研究には，大きな可能性が残されているのである。
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J. Wüstenhagen, “German Pharmaceutical Companies in South America:

The case of Schering AG in Argentina”, In C. Kobrak and P. H. Hansen

eds., European Business, Dictatorship and Political Risk, 1920-1945,

New York: Berghahn, 2004, 81-102.

— 106 —


